







Do schools’ education and teacher policies affect the long-term absenteeism rate 
of their junior high school students? 
―Analysis of a questionnaire survey of education boards― 
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Abstract 
This paper aims to determine the relationship among the long-term absenteeism rate of junior 
high school students and educational and teacher policies, focusing on the long-term absenteeism 
rate as a reference index of school life adjustment. Cross-section and panel analyses of the results 
of a questionnaire survey administered to education boards in November 2011 by the National In-
stitute for Educational Policy Research show the following three findings. 
First, establishing special support classes and allocating more teachers are significantly corre-
lated with the long-term absenteeism rate. This implies that education boards of municipalities 
manage to deal with students’ long-term absenteeism. School-provided lunches and supervisors 
have no significant correlation with the long-term absenteeism rate. 
Second, the higher the ratio of the number of elementary schools to junior high schools in a 
municipality, the higher the long-term absenteeism rate. In municipalities that have higher ratio,  
junior high school districts are merged more intensively. It is thought that students in such munic-
ipalities tend to undergo greater changes in their school environments such as their classmates 
when they transfer to junior high school from elementary school. The ratio changes if schools or 
school districts are merged. A merger of schools or school districts might affect the students’ 
school life adjustment. It could cause students’ long-term absenteeism in some way. 
Third, municipalities’ unique factors, which are their “social and cultural contexts,” have a 
significant effect. This implies that a uniform educational policy dealing with the long-term ab-
senteeism rate throughout the country has limitations. It is true that the first and second findings 
are important. However, it is necessary to value the extent to which a uniform educational policy 
throughout the country can deal with the long-term absenteeism rate. 
The relationship among class size, school size, school location, and school life adjustment re-
mains to be solved. 
 
                                                     
＊  東京大学大学院教育学研究科博士課程院生、日本学術振興会特別研究員、研究協力者 
































































 国立教育政策研究所が平成 23 年 11 月に全国市区町村教育委員会(2) を対象に実施した質問紙調査
（「公立小中学校の管理・運営等に関する実態調査」）から得られたデータを利用する。この調査は、


























































































を確認したものが、表 1 である。紙幅の都合上、平成 22 年度データのみを示しているが、分析対象
期間（平成 19～平成 22 年度）を通じて、各年度の結果は同様の傾向を示した。 
統計的に有意な結果をみていくと、相関係数では学校での長期欠席（不登校等）生徒比率と、比
較的強い正の相関（平成 22 年度では 0.518、1％水準で有意）を示すのが小学校での長期欠席（不登
校等）生徒比率、また相関係数が 0.3 程度と中程度の正の相関がみられるのが中学校 1 学級あたり
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表 1 分析に用いた変数間の相関係数 






























































































（不登校等）生徒比率 1 .518** .218** .025 -.037 .370** .379** -.336** .019 .039 .028 .119 -.138** .024
平成22年度小学校長期欠席
（不登校等）生徒比率  1 .161** .042 .083 .267** .307** -.269** .04 .053 .035 .085 -.205** -.016
平成22年度（準）要保護世帯
の児童生徒比率   1 -.056 -.075 .163** .088 -.086 -.052 -.008 -.008 .156* -.011 -.079
平成22年度特別支援学級の
児童比率（小学校）    1 .490** -.210** -.177** .184** .031 .010 .099 -.036 -.113 -.012
平成22年度特別支援学級の
生徒比率（中学校）    1 -.357** -.293** .328** .114* -.057 -.024 .020 -.009 -.115*
平成22年度中学校1学級あ
たり生徒数（人）    1 .749** -.758** -.011 .085 -.034 .078 -.283** .254**
平成22年度中学校1校あたり
生徒数（人）    1 -.534** -.052 .079 -.075 .04 -.383** .230**
平成22年度（中学校）完全給
食実施校の生徒比率（％）    1 -.007 -.080 .056 -.075 .258** -.237**
平成22年度（中学校）コミュニ
ティスクールの生徒比率（％）    1 .115 -.057 -.023 .037 -.058
平成22年度（中学校）研究指
定校の生徒比率    1 -.034 .138* -.144* .152**
平成22年度（中学校）冷暖房
設置校の生徒比率（％）    1 -.051 .043 -.047
H22中学校加配率（加配/定
数の%)     1 -.099 .074
H22年度指導主事1人あたり
学校数（小中計）      1 .025
平成22年度相対小学校数
（中学校＝1）       1











    
図 1 学級規模と長欠率の関連性（平成 22 年度） 図 2 学校規模と長欠率の関連性（平成 22 年度） 
    （カイ 2 乗検定 0.1%水準で有意）        （カイ 2 乗検定 0.1%水準で有意） 
 
しかしながら、三重クロス集計を行い、学校規模別に学級規模の効果を検証すると、学級規模の
効果がカイ 2 乗検定で有意ではなくなる（図 3、図 4）(5)。 
 
     
  図 3 生徒数 200 人未満の学校における        図 4 生徒数 500 人以上の学校における 




また学校規模が 200 人未満と小さい場合には、自治体あたりの平均的な学級規模は 35 人未満学級の
みとなる。また図 3 と図 4 の 1 学級あたり生徒数 30～35 人のグラフを比較すると、同程度の学級規










らためて示すものが、以下の表 2 である。 
 
表 2 市区町村別パネルデータ分析に用いる各変数の記述統計量 
 
 






























































































































































































































































平成19年 度数 68 68 68 68 68 68 68 68 68 68 68 68 68 68
最小値 0.50 0.00 3.06 0.38 0.25 16.94 59.74 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 1.00 1.33
最大値 7.70 1.86 39.88 3.64 3.39 37.76 730.00 100.00 100.00 100.00 100.00 77.45 36.33 4.00
平均値 3.83 0.81 13.56 1.20 1.03 32.93 382.67 70.11 3.34 39.27 20.77 13.13 6.50 2.25
標準偏差 1.30 0.37 9.09 0.62 0.49 4.25 144.56 44.96 17.12 34.27 37.96 9.93 6.61 0.46
平成20年 度数 74 74 74 74 74 74 74 74 74 74 74 74 74 74
最小値 0.81 0.16 3.02 0.63 0.27 16.86 55.89 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 1.00 1.33
最大値 6.74 2.06 37.65 4.09 4.00 37.31 735.67 100.00 100.00 100.00 100.00 77.14 38.00 4.00
平均値 3.83 0.75 13.33 1.36 1.20 32.56 368.40 70.80 3.17 32.88 20.39 13.67 6.49 2.25
標準偏差 1.18 0.37 8.89 0.66 0.56 4.27 145.62 44.27 16.52 34.60 37.95 9.60 6.55 0.49
平成21年 度数 83 83 83 83 83 83 83 83 83 83 83 83 83 83
最小値 0.64 0.00 3.22 0.26 0.00 16.62 52.47 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 1.00 1.42
最大値 7.34 1.84 38.92 4.49 4.32 36.94 720.33 100.00 100.00 100.00 100.00 74.76 38.00 4.00
平均値 3.61 0.72 13.96 1.49 1.29 32.41 377.96 75.25 3.17 32.98 22.82 13.76 6.52 2.30
標準偏差 1.29 0.35 9.34 0.71 0.62 4.09 150.19 41.10 15.90 36.06 40.09 9.02 6.52 0.56
平成22年 度数 92 92 92 92 92 92 92 92 92 92 92 92 92 92
最小値 0.72 0.00 3.41 0.68 0.00 15.90 52.11 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.94 1.00
最大値 6.63 1.91 41.41 4.83 4.27 38.83 708.83 100.00 100.00 100.00 100.00 75.73 38.00 4.00
平均値 3.58 0.73 14.26 1.60 1.41 32.26 378.93 77.62 2.99 34.82 24.40 14.50 6.14 2.29
標準偏差 1.14 0.42 9.77 0.77 0.65 4.17 147.29 40.18 15.33 35.87 40.74 9.39 6.24 0.60
中学生の長期欠席に対する学校教育政策および教職員政策の影響 
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表 3 中学生の長期欠席比率への重回帰分析（固定効果推計） 
 
  ※ 統計的に有意な回帰係数について、当該係数の符号を表示している。 
  ※ **p<.01  *p<.05  †p<.1  ns 非有意 
  ※ 利用したデータはアンバランスド・パネルデータで、観測期間は H19-22 の 4 年間である。 












平成 19～22 年の 4 年間のみであることに十分注意する必要がある。（準）要保護で就学援助対象と
なっている児童・生徒の比率は、1997 年度（6.6％、約 78 万 5 千人）から 2006 年度（13.6％、約





（中学校）特別支援学級の生徒比率(%) (－) * (－) **
（中学校）一学級あたり生徒数（人） (＋) ** ns
（中学校）一学級あたり生徒数（人）の二乗項 (－) ** ns







 相対小学校数（中学校数=1） (＋) *
 年度ダミー（平成19年度基準） ns ns
 定数項 ns ns
 決定係数  overall .105 .043
           within .167 .219
           between .130 .049
















負となる。これは、パネルデータが以下の図 5 のような状況を呈しているために生じるものである。 
 
 



























































 試しに、本稿が利用したデータに基づき、平成 19 年および 22 年における中学校の長期欠席比率
の関係を示したものが、以下の図 6 である。 
 図 6 の直線は回帰直線を表し、破線に囲まれた区
間が 95%予測区間である。95%予測区間より上方（下
方）に位置している市区町村は外れ値であって、平












(1)  学校に行かなかった者は非正規就労者等になることが多いことが明らかになってきた（伊藤編 2007，p.12）との指
摘がある。 
(2)  組合教育委員会を含む。 
(3)  本稿が用いるサンプルは、先述の通り 455 市区町村教育委員会から得られた回答によるものである。2 つの組合教育
委員会を除いた 453 市区町村の対全国比率を都道府県ごとに確認すると、次の図 7 のような結果が得られる。 



















図 7  市区町村数の対全国比率 
 
(4)  障害を持つ児童・生徒の地域的偏在はないものと仮定する。 
(5)  生徒数 200 人未満では中学校の 1 学級あたり生徒数が 35～40 人以下となるケース 1 を、生徒数 500 人以上では中学
校の 1 学級あたり生徒数が 25～30 人未満となるケース 1 を外れ値として除外して統計処理している。なおこの措置を
行っても、三重クロス集計におけるカイ二乗検定の結果に大きな変動は生じない。 
(6)  この手続きの結果、4 節の分析に用いるサンプルには、大阪府の自治体が有意に多いという偏りを持つようになるこ
とが分かっている。なお、文部科学省『学校基本調査』に基づく全国の中学校の長期欠席生徒比率の推移は、平成 19
～22 年度にかけて、4.02%→3.96%→3.73%→3.67%となっている。 



















 http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/seitoshidou/04121505/004.htm （2012/9/25） 
 http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/tokubetu/main.htm (2012/10/9) 















平成24年4月1日現在（N=1742） 国立教育政策研究所の調査から得られたサンプル（n=453, 2つの組合除く） 標準化残差（右軸）
 130
押田貴久, 2009,「市区町村における教育改革と指導主事の役割 : 埼玉県行田市の事例研究をもとに」『東京大学大学院教
育学研究科紀要』48, pp. 415-424. 
桜井迪朗, 1988,「中学生長期欠席の急増に係わる社会・経済的指標の時間的推移および地域差による検討」『小児保健研究』
47(6), pp.637-644. 
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